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附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通

則法」という。）第２８条第１項並びに独立行政法人雇用・能力開発機構の業務運営並

びに財務及び会計に関する省令（平成１６年厚生労働省令第２２号。以下「機構則」

という。）第１条の２及び附則第８条第１項の規定に基づき、独立行政法人雇用・能力

開発機構（以下「機構」という。）の業務の方法について、基本的事項を定め、もって

その業務の適正な運営に資することを目的とする。

（業務の執行）

第２条 機構の業務は、通則法及び独立行政法人雇用・能力開発機構法（平成１４年法

律第１７０号。以下「機構法」という。）並びに関係法令によるほか、この業務方法書

に定めるところにより行う。

（業務運営の基本方針）

第３条 機構は、厚生労働大臣の認可を受けた中期計画（当該計画を変更した場合にあ

っては、変更の認可を受けた中期計画とする。）によるほか、通則法及び機構法並びに

関係法令に定めるところにより、業務の効率的かつ効果的な運営を期するとともに、

その透明性の確保に努め、良好な雇用の機会の創出その他の雇用開発、職業能力の開
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発及び向上並びに勤労者の生活の安定を図り、もって労働者の雇用の安定その他福祉

の増進と経済の発展に寄与するものとする。

第２章 業務の方法

第４条 削除

（就職資金の貸付等業務）

第５条 機構は、機構法第１１条第１項第２号の業務として、就職資金の貸付け及び就

職の相談その他の援助を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、雇用保険法その他の関係法令及び機構が別に定める

ところにより行うものとする。

（雇用管理に関する援助業務）

第６条 機構は、機構法第１１条第１項第３号の業務として、次の各号に掲げる業務を

行うものとする。

(１) 労働者の雇入れ、配置、職場への適応その他の雇用に関する事項の管理（以下

「雇用管理」という。）についての相談及び技術的援助を行うこと。

(２) 雇用管理に関する情報及び資料を収集し、並びに提供すること。

２ 前項の業務の実施については、雇用保険法その他の関係法令及び機構が別に定める

ところにより行うものとする。

（建設雇用改善助成金の支給業務）

第７条 機構は、機構法第１１条第１項第４号の業務として、雇用保険法施行規則（昭

和５０年労働省令第３号。以下「雇保則」という。）第１１８条第１項及び第１３８条

の２第１項に規定する人材確保等支援助成金（雇保則第１１８条第１項及び第１３８

条の２第１項に規定する建設雇用改善助成金に限る。）の支給を行うものとする。

２ 機構は、前項に掲げる助成金について、偽りその他不正の手段により助成金の支給

を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、建設労働者の雇用の

改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号。以下「建設雇用改善法」という。）そ

の他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（建設事業主等に対する雇用管理改善助言業務）

第８条 機構は、機構法第１１条第１項第５号の業務として、建設業の事業主及びその

雇用する労働者に対して、雇用管理の改善について助言を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、建設雇用改善法その他の関係法令及び機構が別に定

めるところにより行うものとする。

（同意雇用開発促進地域に係る援助業務）

第９条 機構は、機構法第１１条第１項第６号のうち、地域雇用開発促進法（昭和６２

年法律第２３号。以下「地域法」という。）第７条第１項（機構則第２３条の３に規定

する事業主に係るものに限る。）に係るものとして、同項に規定する同意雇用開発促進

地域内に事業所を設置し、又は整備した事業主が行う教育訓練その他の措置について

相談その他の援助を行うものとする。
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２ 前項の業務の実施については、地域法その他の関係法令及び機構が別に定めるとこ

ろにより行うものとする。

（中小企業基盤人材確保助成金等の支給等業務）

第１０条 機構は、機構法第１１条第１項第６号のうち、中小企業における労働力の確

保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３

年法律第５７号。以下「中小企業労働力確保法」という。）第７条第１項各号に係るも

のとして、次の各号に掲げる業務を行うものとする。

(１) 雇保則第１１８条第１項に規定する人材確保等支援助成金（同項に規定する中

小企業基盤人材確保助成金及び中小企業人材確保推進事業助成金に限る。）を支給

すること。

(２) 雇保則第１１５条第７号に規定する情報の提供、相談その他の援助を行うこと。

(３) 雇保則第１２５条第１項に規定する中小企業雇用創出等能力開発助成金を支給

すること。

２ 機構は、前項第１号及び第３号に掲げる助成金について、偽りその他不正の手段に

より助成金の支給を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還

させるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、中小企業労働力確保

法その他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（職業能力開発大学校等の設置運営等業務）

第１１条 機構は、機構法第１１条第１項第７号の業務として、次の各号に掲げる業務

を行うものとする。

(１) 職業能力開発大学校の設置及び運営を行うこと。

(２) 職業能力開発短期大学校の設置及び運営を行うこと。

(３) 職業能力開発促進センターの設置及び運営を行うこと。

(４) 職業能力開発総合大学校の設置及び運営を行うこと。

(５) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の６第１項ただし書

に規定する職業訓練を実施すること。

(６) 事業主その他のものの行う職業訓練の援助を行うこと。

２ 前項第１号から第４号までに掲げる施設の行う職業訓練に係る訓練の対象者、教科、

訓練時間、設備その他の事項に関する基準については、訓練課程ごとに、職業能力開

発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第１０条から第１５条まで、及び

第３６条の６から第３６条の１０までに定めるところによる。

３ 第１項第１号から第４号までに掲げる施設の行う職業訓練（職業能力開発促進法第

２３条第１項に規定する職業訓練を除く。）に要する費用は、訓練課程ごとに、適正な

基準に従って定める額を徴収するものとする。

４ 第１項の業務は、職業能力開発促進法第５条第１項の職業能力開発基本計画、同法

第７条第１項の都道府県職業能力開発計画及び同法第１５条の７の職業訓練実施計画

を踏まえて行うものとする。

５ 第１項第１号から第４号までに掲げる施設を整備する場合にあっては、当該施設を

都市計画（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１項に規定する都市計
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画をいう。）その他市街地の整備の見地から適当なものとする。

６ 第１項の業務の実施については、第２項から前項までに規定するもののほか、職業

能力開発促進法その他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（職業訓練宿泊施設の設置運営等業務）

第１２条 機構は、機構法第１１条第１項第８号の業務として、次の各号に掲げる業務

を行うものとする。

(１) 公共職業能力開発施設又は職業能力開発総合大学校の行う職業訓練若しくは指

導員訓練を受ける者のための職業訓練宿泊施設の設置及び運営を行うこと。

(２) 技能者育成資金の貸付けを行うこと。

２ 前項の業務の実施については、雇用保険法その他の関係法令及び機構が別に定める

ところにより行うものとする。

（労働者の自発的な職業能力開発に係る援助等業務）

第１３条 機構は、機構法第１１条第１項第９号の業務として、次の各号に掲げる業務

を行うものとする。

(１) 労働者の職業生活設計に即した自発的な職業能力の開発及び向上について、事

業主、労働者その他の関係者に対する相談及び援助を行うこと。

(２) 雇保則第１２４条に規定するキャリア形成促進助成金（第１０条第１項第３号

に規定する助成金を除く。）を支給すること。

２ 機構は、前項第２号に掲げる助成金について、偽りその他不正の手段により助成金

の支給を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるもの

とする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、雇用保険法その他の

関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（附帯業務）

第１４条 機構は、機構法第１１条第１項第１０号及び同条第３項第２号の業務として、

同条第１項第１号から第９号まで及び同条第３項第１号に掲げる業務に関する広報、

調査その他の業務に附帯する業務を行うものとする。

第１５条から第１８条まで 削除

（財形持家転貸貸付業務）

第１９条 機構の行う勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号。以下「財形法」

という。）第９条第１項の貸付け（以下｢財形持家転貸貸付け」という。）のうち、次の

各号に掲げるものについては、当該各号に定める要件に該当する場合でなければ行わ

ないものとする。

(１) 福利厚生会社に対する財形持家転貸貸付け（次号に該当するものを除く。） 当

該福利厚生会社が当該福利厚生会社に出資する事業主又は当該福利厚生会社に出

資する事業主団体の構成員である事業主（勤労者財産形成促進法施行令（昭和４

６年政令第３３２号。以下「財形令」という。）第３２条に規定する事業主団体の

構成員である事業主に限る。）の雇用する勤労者（財形法第９条第１項に規定する

勤労者をいう。以下この条において同じ。）に対する当該財形持家転貸貸付けに係

る資金により行う資金の貸付けに当たって、勤労者財産形成促進法施行規則（昭
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和４６年労働省令第２７号。以下「財形則」という。）第２２条第１号に掲げる措

置又はこれに準ずる措置を講ずることとされていること。

(２) 財形持家転貸貸付けに係る資金により行う持家である住宅の改良のための資金

の貸付け 当該財形持家転貸貸付けを受けようとする者が、勤労者に対する当該

財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の貸付けに当たって、財形則第２

２条第１号に掲げる措置又はこれに準ずる措置を講ずることとされていること。

２ 財形持家転貸貸付けに係る貸付金の額は、当該財形持家転貸貸付けに係る資金によ

り行う資金の貸付けを受けようとする勤労者ごとの財形法第９条第１項に規定する貸

付限度額又は機構が別に定める基準に基づいて算定した額のうちいずれか低い額とす

る。

３ 財形令第３６条第１項に規定する貸付基準利率は財形持家転貸貸付けに必要な資金

の調達に係る金利を基礎とし、一般の金融機関の金利の動向その他の事情を考慮して、

厚生労働大臣と連携を図ることにより機構が定める率とする。

４ 貸付けの日の属する年後の財形持家転貸貸付けに係る貸付金の利率については、各

利率改定日（当該貸付けの日から５年の整数倍の期間を経過する日をいう。以下この

項において同じ。）の属する月の２月前の月の１日現在における前項の規定により機構

が定める率を当該利率改定日から適用する。

５ 機構は、財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の貸付けを受けた勤労者が

次の各号のいずれかに該当することとなったときは、財形持家転貸貸付けの貸付け条

件の変更を行うことができる。

(１) 次に掲げる災害により当該財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の償

還が著しく困難となったと認める場合

イ 災害救助法施行令（昭和２２年政令第２２５号）第１条第１項第１号から第３

号までのいずれかに該当する災害（同条第２項の規定により同条第１項第１号か

ら第３号までのいずれかに該当することとなる災害を含む。）を受けた市町村が一

以上ある災害

ロ イに規定する災害に準ずる災害で機構が別に定めるもの

(２) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第１９６条第４号に規定する住宅資

金特別条項（以下「住宅資金特別条項」という。）を定めた再生計画の認可の決定

が確定した場合

(３) 財形持家転貸貸付けに係る住宅が耐震性が著しく劣る等の保安上危険な状況に

あるとして、都道府県知事、市町村長等から、当該住宅からの退去、当該住宅の

除却等の勧告、命令等（以下「除却命令等」という。）を受け、当該財形持家転貸

貸付けに係る資金により行う資金の償還が著しく困難となったと認める場合

６ 前項の貸付けの条件の変更は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めると

ころにより行うものとする。

(１) 前項第１号又は第３号に掲げる場合 次に定めるところにより貸付けの条件の

変更を行うこと。

イ 当該財形持家転貸貸付けに係る貸付金の償還期間を機構が別に定めるところに

より３年以内延長し、かつ、償還期間内において、当該災害の発生又は除却命令
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等を受けた日以降最初の償還期日から３年以内の期間元利金の支払を猶予するこ

と。

ロ イにより元利金の支払が猶予される期間においては、当該貸付金の利率は、第

３項の規定にかかわらず、機構が別に定めるところにより同項に定める利率から

年１．５パーセントを限度として減じて得た率とすること。

(２) 前項第２号に掲げる場合 貸付けを受けている者について定められた住宅資金

特別条項の内容（民事再生法第１９９条第１項から第３項までに定めるものその

他同条第２項第１号の要件を具備するものであって、機構が別に定めるものに限

る。）に準じて、貸付けの条件の変更を行うこと。

７ 前２項に規定する貸付けの条件の変更（第５項第２号に掲げる場合を除く。）は、財

形持家転貸貸付けを受けている者が、勤労者から財形持家転貸貸付けに係る資金によ

り行う資金の償還を受けるに当たって機構が別に定めるところにより当該貸付けの条

件の変更と同等以上の貸付けの条件の変更を行う場合でなければ行わないものとする。

８ 前各項に定めるもののほか、財形持家転貸貸付けに係る住宅に係る基準その他財形

持家転貸貸付けの業務の実施に必要な事項については、機構が別に定める。

（直接教育資金貸付業務）

第２０条 財形法第１０条の３第１号に定める資金の貸付け（以下「直接教育資金貸付

け」という。）に係る貸付金の額は、財形令第３９条の２第１項に定める額（その額が

４５０万円を超える場合には、４５０万円）又は機構が別に定める基準に基づいて算

定した額のうちいずれか低い額とする。

２ 直接教育資金貸付けに係る貸付金の利率は、厚生労働大臣と連携を図ることにより

機構が定める率とする。

３ 直接教育資金貸付けに係る貸付金の償還期間は、１０年以内とする。

４ 機構は、直接教育資金貸付けに係る貸付金について、貸付けの日から起算して４年

又は通常の就学期間のいずれか短い期間以内の措置期間を設けることができるものと

する。この場合において、前項の償還期間には、措置期間を含むものとする。

５ 前各項に定めるもののほか、直接教育資金貸付けの業務の実施に必要な事項は、機

構が別に定める。

（転貸教育資金貸付業務）

第２１条 財形法第１０条の３第２号又は第３号に定める資金の貸付け（以下「転貸教

育資金貸付け」という。）は、次の各号のいずれにも該当する場合でなければ行わない

ものとする。

(１) 貸付けを受けようとする者（その者が事業主団体である場合には、その構成員

である事業主のうち２分の１以上のもの）が、その雇用する勤労者に代わって勤

労者財産形成貯蓄契約等に基づく預入等に係る金銭の払込みを行っていること。

(２) 貸付けを受けようとする者が、転貸教育資金貸付けに係る資金により行う資金

の貸付けに当たって、当該資金の償還を次に掲げる割賦償還の方法によることと

すること。

イ 毎年の割賦償還金の額（転貸貸付相当額（当該資金の貸付けを受ける勤労者に

係る転貸教育資金貸付けにより行う資金の貸付けに係る貸付金の額をいう。以下
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同じ。）を上回る額により当該資金の貸付けを行う場合（以下「増額貸付けを行う

場合」という。）には、当該割賦償還金の額のうち、転貸貸付相当額に係る割賦償

還金の額）は、当該転貸教育資金貸付けに係る貸付金の利率を割賦償還に係る利

率として計算した場合の額以下の額とすること。

ロ 償還期間（増額貸付けを行う場合には、転貸貸付相当額についての償還期間）

を当該転貸教育資金貸付けに係る貸付金の償還期間に相当する期間以上の期間と

すること。

ハ 次項の規定において準用する前条第４項の規定により据置期間が設けられてい

る転貸教育資金貸付けに係る資金により行う資金の貸付けについては、転貸貸付

相当額について当該転貸教育資金貸付けに係る貸付金の据置期間に相当する期間

以上の据置期間を設けること。

２ 前条の規定は、転貸教育資金貸付けについて準用する。この場合において、第１項

中「財形令第３９条の２第１項」とあるのは「当該転貸教育資金貸付けに係る貸付金

の貸付けを受けようとする勤労者ごとの財形令第３９条の２第１項」と読み替えるも

のとする。

第２２条 削除

第３章 業務委託の基準

（業務委託の基準）

第２３条 機構は、機構法第１２条の規定によるほか、業務の効率的実施のため、当該

業務を的確に行う能力を有する者に委託することができる。

（委託契約）

第２４条 機構は、業務を委託しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約

を締結するものとする。

２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとする。

(１) 委託業務の名称

(２) 委託業務の目的及び内容

(３) 委託業務の実施方法

(４) 委託に係る経費の額及び支払方法

(５) その他必要な事項

第４章 競争入札その他契約に関する基本的事項

（契約方式）

第２５条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、次項及

び第３項に規定する場合を除き、一般競争により契約を締結するものとする。

２ 契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で前項の競争に付する必要が

ない場合又は同項の競争に付することが不利と認められる場合においては、指名競争

に付することができるものとする。
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３ 契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急を要し競争に付することができな

い場合又は競争に付することが不利と認められる場合においては、随意契約によるこ

とができるものとする。

４ 契約に係る予定価格が少額である場合又は機構の業務運営上特に必要がある場合に

おいては、第１項及び第２項の規定にかかわらず、指名競争に付し又は随意契約によ

ることができるものとする。

（落札方式）

第２６条 機構は、競争に付する場合においては、契約の目的に応じ、予定価格の制限

の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とするものと

する。ただし、機構の支出の原因となる契約のうち、相手方となるべき者の申込みに

係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれが

あると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあって著しく不適当と認められるときは、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を当該

契約の相手方とすることができるものとする。

２ 機構は、その性質又は目的から前項の規定により難い契約については、同項の規定

にかかわらず、価格その他の条件が機構にとって最も有利な者を契約の相手方とする

ことができるものとする。

（会計規程への委任）

第２７条 この章に定めるもののほか、入札保証金その他機構が行う契約に関して必要

な事項は、通則法第４９条の規定による規程で定める。

第５章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項

（その他）

第２８条 機構は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務に関し必要な事項に

ついては、別に定める。

附 則

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成１６年３月１日から施行する。

第２条 雇用・能力開発機構一般業務方法書（平成１１年業務方法書第１号。以下「旧

一般業務方法書」という。）又は雇用・能力開発機構勤労者財産形成業務方法書（平成

１１年業務方法書第２号）の規定によりした手続その他の行為は、この業務方法書中

の相当する規定によりした手続その他の行為とみなすものとする。

第３条から第５条まで 削除

第６条 機構は、平成１３年３月３１日以前に雇用・能力開発機構一般業務方法書の一

部を改正する件（平成１３年業務方法書第２号）による改正前の旧一般業務方法書（以

下この項及び次項において「改正前の旧業務方法書」という。）第２８２条の規定によ
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り人材高度化訓練運営助成金の支給を受けることができることとなった事業主団体等

に対する当該人材高度化訓練運営助成金の支給については、改正前の旧業務方法書に

従って行うものとする。この場合において、改正前の旧業務方法書第２０章第３節中

「機構」とあるのは「独立行政法人雇用・能力開発機構」とする。

２ 機構は、平成１３年３月３１日以前に改正前の旧業務方法書第２９０条の規定によ

り人材高度化能力開発給付金の支給を受けることができることとなった事業主に対す

る当該人材高度化能力開発給付金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って

行うものとする。この場合において、改正前の旧業務方法書第２０章第４節中「機構」

とあるのは「独立行政法人雇用・能力開発機構」とする。

３ 機構は、平成１３年９月３０日以前に雇用・能力開発機構一般業務方法書の一部を

改正する件（平成１３年業務方法書第６号）による改正前の旧雇用・能力開発機構一

般業務方法書（以下この項から第５項までにおいて「改正前の旧業務方法書」という。）

第９１条の規定により地域人材高度化能力開発給付金を受けることができることとな

った地域事業主に対する当該地域人材高度化能力開発給付金の支給については、改正

前の旧業務方法書に従って行うものとする。この場合において、改正前の旧業務方法

書第６章第６節中「機構」とあるのは「独立行政法人雇用・能力開発機構」とする。

４ 機構は、平成１３年９月３０日以前に改正前の旧業務方法書第１２１条の規定によ

り中小企業雇用創出等能力開発給付金を受けることができることとなった中小企業者

に対する当該中小企業雇用創出等能力開発給付金の支給については、改正前の旧業務

方法書に従って行うものとする。この場合において、改正前の旧業務方法書第７章第

６節中「機構」とあるのは「独立行政法人雇用・能力開発機構」とする。

５ 機構は、平成１３年９月３０日以前に改正前の旧業務方法書第２３５条の規定によ

り長期教育訓練休暇制度導入奨励金を受けることができることとなった事業主に対す

る当該長期教育訓練休暇制度導入奨励金の支給については、改正前の旧業務方法書に

従って行うものとする。この場合において、改正前の旧業務方法書第１０章第４節中

「機構」とあるのは「独立行政法人雇用・能力開発機構」とする。

６ 機構は、平成１４年３月３１日以前に雇用・能力開発機構一般業務方法書の一部を

改正する件（平成１４年業務方法書第３号）による改正前の旧一般業務方法書（以下

この項において「平成１４年改正前の旧業務方法書」という。）附則第１４条第１項の

規定により受給資格者創業特別助成金の支給を受けることができることとなった雇用

・能力開発機構一般業務方法書の一部を改正する件（平成１５年業務方法書第４号）

による改正前の旧一般業務方法書（以下「旧業務方法書」という。）第１２５条に該当

する認定中小企業者に対する当該受給資格者創業特別助成金の支給については、平成

１４年改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。この場合において、平成１４

年改正前の旧業務方法書第７章第７節及び附則第１４条中「機構」とあるのは、「独立

行政法人雇用・能力開発機構」とする。

７ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定す

る計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書第１０３条の中小企業人材確保

推進事業助成金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。

この場合において、旧業務方法書第７章第３節中「機構」とあるのは、「独立行政法人
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雇用・能力開発機構」とする。

８ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定す

る計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書第１１１条の中小企業雇用環境

整備奨励金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。この

場合において、旧業務方法書第７章第４節中「機構」とあるのは、「独立行政法人雇用

・能力開発機構」とする。

９ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定す

る計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書第１１６条の中小企業高度人材

確保助成金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。この

場合において、旧業務方法書第７章第５節中「機構」とあるのは、「独立行政法人雇用

・能力開発機構」とする。

１０ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定

する計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書第１２５条の中小企業雇用創

出人材確保助成金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。

この場合において、旧業務方法書第７章第７節中「機構」とあるのは、「独立行政法人

雇用・能力開発機構」とする。

１１ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定

する計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書第１３０条の中小企業雇用創

出雇用管理助成金の支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。

この場合において、旧業務方法書第７章第８節中「機構」とあるのは、「独立行政法人

雇用・能力開発機構」とする。

１２ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定

する計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書附則第２５条の規定により読

み替えられた改正前の旧業務方法書第１２５条の中小企業雇用創出人材確保助成金の

支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。この場合において、

旧業務方法書第７章第７節中「機構」とあるのは、「独立行政法人雇用・能力開発機構」

とする。

１３ 機構は、平成１５年５月３１日以前に中小企業労働力確保法第４条第１項に規定

する計画を提出した場合における改正前の旧業務方法書附則第２６条の規定により読

み替えられた改正前の旧業務方法書第１３０条の中小企業雇用創出雇用管理助成金の

支給については、改正前の旧業務方法書に従って行うものとする。この場合において、

旧業務方法書第７章第３節中「機構」とあるのは、「独立行政法人雇用・能力開発機構」

とする。

（中小企業の勤労者に係る勤労者財産形成持家融資の利率に関する暫定措置）

第７条 財形令附則第２項第１号イ及びロ並びに同項第２号（財形令附則第５項におい

て準用する場合を含む。）に規定する機構の業務方法書で定める率は、第１９条第３項

の規定にかかわらず、厚生労働大臣と連携を図ることにより機構が別に定める率とす

る。

２ 平成１９年３月３１日までの間に申込みを受理した雇用保険法等の一部を改正する

法律（平成１９年法律第３０号）附則第８７条の規定による改正前の勤労者財産形成
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促進法（以下「旧財形法」という。）第９条第１項第１号の貸付け（以下「財形持家分

譲貸付け」という。）のうち、中小企業の事業主（雇用保険法等の一部を改正する法律

の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（平成１９年政令第１６１号）第５条の

規定による改正前の勤労者財産形成促進法施行令（以下「旧財形令」という。）第３５

条第１項第２号イ(１)に規定する中小企業の事業主をいう。次項において同じ。）に雇

用される勤労者(旧財形令附則第４項に規定する所得が１，２００万円以下である者に

限る。次項において同じ。）に係るもので、かつ、床面積が１２５平方メートル以下で

ある住宅（当該勤労者の住所に存することとなる住宅に限る。）の建設又は購入（旧財

形令第３６条第２項に規定する新築住宅の購入に限る。）に係るもの（当該住宅の用に

供する宅地又はこれに係る借地権の取得に係る貸付金を含む｡）の当該貸付けの日にお

ける貸付金の金額のうち７１０万円以下の金額に係る部分の当該貸付けの日から５年

を経過する日までの期間に係る利率については、独立行政法人雇用・能力開発機構業

務方法書の一部を改正する件（平成１９年業務方法書第１号）による改正前の独立行

政法人雇用・能力開発機構業務方法書第１７条第３項の規定にかかわらず、厚生労働

大臣と連携を図ることにより機構が別に定める率とする｡

３ 前項の規定は、平成１９年３月３１日までの間に申込みを受理した財形持家分譲貸

付けのうち、中小企業の事業主に雇用される勤労者に係るもので、かつ、次の各号に

掲げる要件に該当する旧財形令第３６条第２項に規定する既存住宅（当該勤労者の住

所に存することとなる既存住宅に限る。）の購入に係るもの（当該既存住宅の用に供す

る宅地又はこれに係る借地権の取得に係る貸付金を含む｡）の利率について準用する｡

(１) 床面積が５０平方メートル以上９５平方メートル以下であること。

(２) 雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成１９年厚生労働省令第８０

号）第７条の規定による改正前の勤労者財産形成促進法施行規則（以下「旧財形

則」という。）第２５条第１項第１号及び第６号の規定に該当する住宅であること。

(３) 地上階数が３以上で、かつ、共同社宅の用途に供する建築物内の住宅であるこ

と。

(４) 建設時期が旧財形則第２５条第１項第２号の規定に該当する住宅であること｡

(５) 構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１

条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう｡）並びに給水、排水その他の配

管設備及び電気設備が、安全上、衛生上及び耐久上支障のない状態であること｡

(６) 共同住宅に係る維持管理に関する規約及び修繕に関する計画が定められている

こと｡

(７) 機構が別に定める住宅の維持管理に関する基準に適合すること｡

４ 沖縄振興開発金融公庫が行う財形法第１０条第２項本文の住宅資金の貸付けのうち、

財形令附則第４項又は第６項の規定に適用されるものに係る財形融資資金貸付けに係

る貸付金の利率は、附則第１１条第２項の規定にかかわらず、厚生労働大臣と連携を

図ることにより機構が別に定める率とする。

（財形持家転貸貸付け等の貸付けの条件の変更に関する暫定措置）

第８条 機構は、財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の貸付けを受けた勤労

者が離職、転職等を余儀なくされたことにより当該財形持家転貸貸付けに係る資金に
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より行う資金の償還が著しく困難となり、かつ、平成２４年３月３１日までの間にそ

の旨の申出があった場合には、機構が別に定めるところにより、財形持家転貸貸付け

の貸付けの条件の変更を行うことができる。ただし、当該勤労者の収入金額が機構が

別に定める基準を超えるときは、この限りでない。

２ 前項の規定は、直接教育資金貸付け及び転貸教育資金貸付けについて準用する。

（財形持家転貸貸付けの貸付けの条件の変更に関する特例措置）

第８条の２ 財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の貸付けを受けた勤労者が、

東日本大震災により当該財形持家転貸貸付けに係る資金により行う資金の償還が著し

く困難となったと認める場合における第１９条第６項第１号の規定の適用については、

同号イ中「３年」とあるのは「５年」と、同号ロ中「得た率」とあるのは「得た率又

は年０．５パーセントを下限として機構が別に定める率のいずれか低い率」とする。

第９条 この業務方法書の施行前にした貸付契約に係る貸付金の利率については、なお

従前の例による。

（業務の特例）

第１０条 機構は、第５条から第２１条までに規定する業務のほか、次条から附則第２

８条までに掲げる業務を行うものとする。

（財形融資資金貸付業務）

第１１条 機構の行う財形法附則第２条に定める資金の貸付け（以下「財形融資資金貸

付け」という。）のうち、沖縄振興開発金融公庫又は財形法第１５条第２項に規定する

共済組合等（以下「公庫等」という。）が財形法第１２条第１項の規定により資金を調

達することが困難である場合であって、当該資金を沖縄振興開発金融公庫が財形法第

１０条第２項本文の住宅資金の貸付けに必要な資金として使用する場合又は財形法第

１５条第２項に規定する共済組合等が同項に規定する貸付けに必要な資金として使用

する場合でなければ行わないものとする。

２ 財形融資資金貸付けに係る貸付金の利率は、厚生労働大臣と連携を図ることにより

機構が定める率とする。

３ 財形融資資金貸付けに係る貸付金の償還期間は、２５年以内とする。

４ 機構は、財形融資資金貸付けについて、貸付けの日から起算して３年以内の措置期

間を設けることができるものとする。この場合において、前項の償還期間には、措置

期間を含むものとする。

５ 第１９条第４項及び第８項の規定は、財形融資資金貸付けについて準用する。

（雇用促進住宅の譲渡等業務）

第１２条 機構は、当分の間、機構法附則第４条第１項第２号及び第３号の業務として、

機構法附則第６条の規定による廃止前の雇用・能力開発機構法（平成１１年法律第２

０号。以下「旧機構法」という。）附則第１１条第１項に規定する雇用促進住宅の譲渡

又は廃止並びに同条第２項及び第３項に規定する雇用促進住宅の譲渡又は廃止までの

間の運営等を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところにより行うものとする。

（雇用促進融資に係る債権の管理及び回収業務）

第１３条 機構は、機構法附則第４条第１項第４号の業務として、債権の回収が終了す
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るまでの間、当該債権の管理及び回収を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところにより行うものとする。

（就職資金に係る債権の管理及び回収業務）

第１４条 機構は、機構法附則第４条第１項第５号の業務として、旧一般業務方法書第

５条から第１２条までの規定により貸し付けられた就職資金に係る債権の回収が終了

するまでの間、当該債権の管理及び回収を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところにより行うものとする。

第１５条から第１８条まで 削除

（沖縄失業者等に対する援助業務）

第１９条 機構は、機構法附則第４条第１項第６号の業務として、平成２４年３月３１

日までの間、沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第８１条各号に掲げる

業務を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところにより行うものとする。

（建設雇用改善助成金の支給に係る暫定措置）

第２０条 機構は、機構法附則第４条第２項第１号の事業として、雇用保険法等の一部

を改正する法律附則第６条第１項第２号に掲げる事業が終了するまでの間、当該事業

（これに附帯する事業を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する事業について、偽りその他不正の手段により助成金の支給

を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

３ 第１項の事業の実施については、前項に規定するもののほか、雇用保険法等の一部

を改正する法律附則第８９条の規定による改正前の建設労働者の雇用の改善等に関す

る法律その他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（中小企業人材確保推進事業助成金の支給に係る暫定措置）

第２１条 機構は、機構法附則第４条第２項第２号の事業として、雇用保険法等の一部

を改正する法律附則第１０５条の規定による改正前の中小企業における労働力の確保

及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（以下「旧

中小企業労働力確保法」という。）第７条第１項第１号に掲げる事業（同号の助成の事

業であって、平成１９年４月２３日前に当該助成を受けることができることとなった

認定組合等（旧中小企業労働力確保法第５条第１項の認定組合等をいう。）に対するも

のに係るものに限る。）が終了するまでの間、当該事業（これに附帯する事業を含む。）

を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する助成の事業について、偽りその他不正の手段により助成金

の支給を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるもの

とする。

３ 第１項の事業の実施については、前項に規定するもののほか、旧中小企業労働力確

保法その他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（介護労働者の福祉の増進を図るための債務保証等に係る暫定措置）

第２２条 機構は、機構法附則第４条第２項第３号の業務として、雇用保険法等の一部

を改正する法律附則第１２２条の規定による改正前の機構法（以下「改正前の機構法」

という。）第１１条第３項第１号に掲げる業務が終了するまでの間、当該業務（これに
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附帯する業務を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する業務について、偽りその他不正の手段により助成金の支給

を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、雇用保険法等の一部

を改正する法律附則第１０７条の規定による改正前の介護労働者の雇用管理の改善等

に関する法律その他の関係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（勤労者財産形成助成金の支給業務に係る暫定措置）

第２３条 機構は、機構法附則第４条第２項第４号の業務として、改正前の機構法第１

１条第３項第２号に掲げる業務のうち旧財形法第８条の２第１号に掲げる業務（同号

の規定に基づき支給される助成金であって、平成１９年４月２３日前に財形法第６条

の２に規定する勤労者財産形成給付金契約又は同法第６条の３に規定する勤労者財産

形成基金契約に基づき拠出を行った事業主に対するものの支給に係るものに限る。）が

終了するまでの間、当該業務（これに附帯する業務を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する助成金について、偽りその他不正の手段により助成金の支

給を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとす

る。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、旧財形法その他の関

係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（勤労者財産形成基金設立奨励金の支給業務に係る暫定措置）

第２４条 機構は、機構法附則第４条第２項第５号の業務として、改正前の機構法第１

１条第３項第２号に掲げる業務のうち旧財形法第８条の２第２号に掲げる業務（同号

の規定に基づき支給される奨励金であって、平成１９年４月２３日前に設立された基

金（財形法第７条の４の基金をいう。）に対するものの支給に係るものに限る。）が終

了するまでの間、当該業務（これに附帯する業務を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する奨励金について、偽りその他不正の手段により奨励金の支

給を受けた者がある場合には、支給した奨励金の全部又は一部を返還させるものとす

る。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、旧財形法その他の関

係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（財産形成貯蓄活用助成金の支給業務に係る暫定措置）

第２５条 機構は、機構法附則第４条第２項第６号の業務として、改正前の機構法第１

１条第３項第２号に掲げる業務のうち旧財形法第８条の２第３号に掲げる業務（同号

の規定に基づき支給される助成金であって、平成１９年４月２３日前に同号に規定す

る預貯金等の払出し、譲渡若しくは償還をし又は支払を受けた金銭に係るものの支給

に係るものに限る。）が終了するまでの間、当該業務（これに附帯する業務を含む。）

を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する助成金について、偽りその他不正の手段により助成金の支

給を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとす

る。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、旧財形法その他の関
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係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（中小企業財形共同化支援事業助成金の支給業務に係る暫定措置）

第２６条 機構は、機構法附則第４条第２項第７号の業務として、改正前の機構法第１

１条第３項第２号に掲げる業務のうち旧財形法第１４条の３に規定する業務（同条の

規定に基づき行われる助成であって、平成１９年４月２３日前に当該助成を受けてい

る事業主団体に対するものに係るものに限る。）が終了するまでの間、当該業務（これ

に附帯する業務を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する助成について、偽りその他不正の手段により助成金の支給

を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、旧財形法その他の関

係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（財形持家分譲貸付業務等に係る暫定措置）

第２７条 機構は、機構法附則第４条第２項第８号の業務として、改正前の機構法第１

１条第３項第３号に掲げる業務のうち旧財形法第９条第１項第１号及び第２号並びに

第１０条の３第１項第２号に掲げる業務（これらの規定に基づき行われる貸付けであ

って、機構が平成１９年４月２３日前に当該貸付けの申込みを受理したものに係るも

のに限る。）が終了するまでの間、当該業務（これに附帯する業務を含む。）を行うも

のとする。

２ 前項の業務の実施については、旧財形法その他の関係法令及び機構が別に定めると

ころにより行うものとする。

（地域人材高度化能力開発助成金の支給等に係る暫定措置）

第２８条 機構は、機構法附則第４条第３項の業務として、雇用対策法及び地域雇用開

発促進法の一部を改正する法律（平成１９年法律第７９号。以下この項において「改

正法」という。）附則第１４条の規定による改正前の機構法第１１条第１項第６号に掲

げる業務（改正法の施行の際改正法第２条の規定による改正前の地域法（以下「旧地

域法」という。）第１７条第１項に規定する同意高度技能活用雇用安定地域であった地

域において、改正法附則第５条の規定によりなお従前の例により行われるものに限る。）

が終了するまでの間、当該業務（これに附帯する業務を含む。）を行うものとする。

２ 機構は、前項に規定する業務について、偽りその他不正の手段により助成金の支給

を受けた者がある場合には、支給した助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほか、旧地域法その他の関

係法令及び機構が別に定めるところにより行うものとする。

附 則（平成１６年４月１日業務方法書第２号）

この業務方法書は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年４月１日業務方法書第１号）

１ この業務方法書は、平成１７年４月１日から施行する。

２ 平成１７年３月３１日以前に経済社会の急速な変化に対応して行う中高年齢者の円

滑な再就職の促進、雇用の機会の創出等を図るための雇用保険法等の臨時の特例措置

に関する法律（平成１３年法律第１５８号）第４条第２項の規定により読み替えて適

用される中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管



- 16 -

理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第５７号）第４条第１項の規定により改

善計画に係る認定の申請をした中小企業者に対する第１０条第１項第１号の中小企業

人材確保支援助成金（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１１８条

第３項の中小企業基盤人材確保助成金に限る。）及び第１０条第１項第３号の中小企業

雇用創出等能力開発助成金の支給については、なお従前の例による。

附 則（平成１７年９月３０日業務方法書第２号）

この業務方法書は、平成１７年１０月１日から施行する。

附 則（平成１８年２月９日業務方法書第１号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成１８年２月９日から施行する。

（適用区分）

第２条 改正後の第１７条第５項及び第６項並びに第１９条第４項の規定は、平成１７

年１２月２０日以降に住宅取得者が除却命令等を受けた最初の日から適用する。

附 則（平成１８年４月１日業務方法書第２号）

１ この業務方法書は、平成１８年４月１日から施行する。

２ 平成１８年３月３１日以前に中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会

の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第５７号）第４条

第１項の規定に係る改善計画の認定を申請した中小企業者等に対する改正前の業務方

法書第１０条第１項第１号の中小企業人材確保支援助成金の支給については、なお従

前の例による。

３ 平成１８年３月３１日以前に改正前の業務方法書附則第３条第１項に規定する建設

業新規・成長分野進出教育訓練助成金を受けることができることとなった事業主に対

する当該建設業新規・成長分野進出教育訓練助成金の支給については、なお従前の例

による。

附 則（平成１９年４月２３日業務方法書第１号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成１９年４月２３日から施行する。ただし、附則第８条

の改正規定は、平成１９年４月１日から適用する。

（建設業労働移動円滑化支援助成金の支給に係る経過措置）

第２条 平成１９年３月３１日以前に改正前の業務方法書附則第４条第１項に規定する

建設労働移動円滑化支援助成金の支給を受けることができることとなった中小建設事

業主又は中小建設事業主の団体若しくはその連合団体に対する当該建設労働移動円滑

化支援助成金の支給については、なお従前の例による。

附 則（平成１９年８月３日業務方法書第２号）

この業務方法書は、平成１９年８月４日から施行する。

附 則（平成２０年４月１日業務方法書第１号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成２０年４月１日から施行する。

（中小企業職業相談委託助成金の支給に係る経過措置）

第２条 平成２０年３月３１日以前に中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の
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機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第５７号）第

４条第１項の規定に係る改善計画の認定を申請した中小企業者等に対する改正前の業

務方法書第１０条第１項第１号に規定する人材確保等支援助成金（雇用保険法施行規

則等の一部を改正する省令（平成２０年厚生労働省令第７６号）第１条の規定による

改正前の雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１１８条第１項に規定

する中小企業職業相談委託助成金に限る。）の支給については、なお従前の例による。

附 則（平成２１年３月２７日業務方法書第１号）

この業務方法書は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年４月１日業務方法書第１号）

この業務方法書は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年４月１日業務方法書第２号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

第２条 平成２２年３月３１日以前に中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の

機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第５７号）第

４条第１項の規定に係る改善計画の認定を申請した中小企業者等に対する改正前の業

務方法書第１０条第１項第１号に規定する人材確保等支援助成金（雇用保険法施行規

則等の一部を改正する省令（平成２２年厚生労働省令第５３号）第１条の規定による

改正前の雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１１８条第１項に規定

する中小企業人材能力発揮奨励金に限る。）の支給については、なお従前の例による。

第３条 機構は、改正前の業務方法書第４条に規定する施設を処分するまでの間、当該

施設の管理を行うものとする。

附 則（平成２３年４月１日業務方法書第１号）

この業務方法書は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年４月１日業務方法書第２号）

（施行期日）

第１条 この業務方法書は、平成２３年４月１日から施行する。

（地域雇用開発能力開発助成金の支給に係る経過措置）

第２条 平成２３年３月３１日以前に改正前の業務方法書第９条第１項第１号に規定す

る地域雇用開発能力開発助成金の支給を受けることができることとなった事業主に対

する地域雇用開発能力開発助成金の支給については、なお従前の例による。

附 則（平成２３年５月２５日業務方法書第３号）

この業務方法書は、平成２３年５月２５日から施行する。


